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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は法令等を遵守し、経営の健全性・効率性を高めるとともに、財務体質を強化することにより、グループ会社としての企業価値を

継続的に向上させることが重要であると考えます。

　また、当グループ会社は、持株会社がグループ全体の経営戦略の立案機能および各事業会社への指導・監視機能を担うとともに、

グループ全体の経営資源の効果的な配分を行うことにより、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を図ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則３－２．英文開示】

　当社は、英訳での情報開示は実施しておりません。現在、当社の株主構成における海外投資家の比率は、４%未満と少なく、今後、海外投資家
の比率が25％以上となった時点で、招集通知の英訳の実施を検討することを基本方針としております。

【原則４－７．任意の仕組みの活用】

　当社取締役会は、社内取締役３名と独立社外取締役２名の計５名で構成され、取締役会における独立社外取締役の員数は３分の１以上となっ
ております。また、監査役会は、常勤監査役１名、社外監査役２名の計３名で構成され、取締役会、監査役会ともに少人数の構成であります関係
上、各連携体制は円滑に機能しており、公正且つ透明性の高い体制が整備されております。

　これらの現状に鑑み、現段階では独立社外取締役を主要な構成員とする指名・報酬等に関する独立した諮問委員会は必要ないと考えており、
今後の取締役会の人員数、人員構成の変化等に伴い、独立した任意の諮問委員会等の設置を必要に応じて検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－１．株主との建設的な対話】

（１）ステークホルダーとの対話については、代表取締役社長をトップとして、IR担当役員を配置し、経営企画室を窓口として行う体制を構築してお
ります。

　株主との対話に必要な情報は、経営企画室が中心となり、事業子会社等から情報を収集・整理し、前向きな情報提供に努めます。

　個別面談以外の対話方法としては、当社ウェブサイトなどを通じて、当社の経営に関する理解と対話の促進を図ってまいります。また、対話に関
する担当者に関しては、インサイダー情報の取扱いに関する教育を行うことによる情報漏洩の防止に努めます。

（２）当社は、持続的な成長と企業価値向上のため、取締役会および経営企画室長が合理的かつ必要な範囲で、ステークホルダーとの対話を行い
ます。

（３）ステークホルダーとの対話から得た企業価値向上に資する意見については、必要な範囲内で取締役会において情報を共有いたします。

【原則１－４．政策保有株式】

（１）当社は、政策保有株式について、当社グループ企業の中長期的な企業価値の向上に資すると判断される株式に限定し保有することを基本方
針としております。保有の判断につきましては、円滑かつ良好な取引関係の構築・強化や地域経済との関連性等の定性的な観点のほか、1.5%以
上の株式配当率をベンチマークとしており、取引採算や受取配当金、その他の経済合理性等の定量的な観点も踏まえて、毎年取締役会において
全ての政策保有株式を断続的に検証しております。尚、検証の結果、保有意義が薄れたと判断される株式については、取引先との対話を行ったう
えで、株価の動向、市場への影響等を考慮し、縮減を進めてまいります。

（２）政策保有株式に係る議決権行使については、投資先企業の中長期的な企業価値の向上や株主利益の向上に資するかどうかの観点から、個
別議案ごとに賛否を検討いたします。投資先企業において、①株主価値を大きく毀損する行為がある、②長期間にわたり業績が著しく悪化し回復
の見込みがない、③その他の議案に賛成することに重大な疑義がある、のいずれかの項目に該当する議案には、会社提案・株主提案にかかわら
ず、肯定的な議決権行使を行いません。

（３）当社は、自社の株式を保有している会社から売却等の意向が示された場合には、その意向を尊重し、取引の縮減等と結びつける運用は行っ
ておりません。

（４）政策保有株主との取引については、毎年、経済合理性等を検証し、株式共同の利益に資することを確認しております。

【原則２－２．社内の多様性の確保】

　当社グループは国籍、性別、中途採用等に関わらず、能力や実績に応じた人事評価を基本方針としております。女性・外国人・中途採用者の管
理職への登用等、中核人材の登用等における多様性の確保については、サステナビリティ経営の基本方針に基づき、当社ウェブサイト上におい
て定量目標を開示しております。

【原則２－４．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、企業年金制度はありませんが、社員の安定的な資産形成のため、企業型確定拠出年金制度を導入しております。また、従業員に対し
ては、継続的に運用商品の選定等に関する情報提供や投資教育等の取組みを適切に行っております

【原則３－１．情報開示の充実】



（１）当社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社は、「未来に残す、自然との共生社会」を経営理念とし、グループの経営体制ならびにガバナンスの強化を図り、これまでに培った技術力や
知見を活かして地域社会へ貢献するとともに、持続的な企業価値の向上に努めてまいります。

（２）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　本報告書「１．基本的な考え方」をご参照ください。

（３）取締役会が経営陣・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　当社における取締役の報酬決定に関しましては、取締役会決議により一任を受けた代表取締役が、株主総会の決議により定めた報酬総額の範
囲内で、関連役員等と協議し、当該報酬水準が各取締役の職務責任および業績に相当であることを考慮し、各取締役の報酬額案を作成した後、
独立社外取締役に意見を求めたうえで決定しております。非金銭報酬である譲渡制限付株式報酬については、株主総会の決議により定めた報酬
総額の範囲内で、当該報酬が中長期的な企業価値向上に向けたインセンティブとして有効に機能することなどを考慮し、取締役会において決議し
ております。また、監査役の報酬額については、株主総会の決議により定めた報酬総額の範囲内で、監査役の協議により決定しております。

（４）取締役会が経営陣の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　取締役会に対する取締役候補者の提案は代表取締役社長が行い、監査役候補者の提案は、監査役会の同意を得たうえで、代表取締役社長が
行います。これらの提案を審議する取締役会では、代表取締役社長から選任基準、各候補者の経歴、有する知見等について説明が行われ、独立
社外取締役、独立社外監査役とともに審議いたします。また、取締役・監査役がその機能を十分に発揮していないと認められる場合、取締役会に
先立ち、事前に独立社外取締役・独立社外監査役に意見を求めたうえで、独立社外取締役を構成員とする取締役会にて不再任等とすることとして
おります。

（５）取締役会が上記（４）を踏まえて経営陣の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　当社の株主総会招集通知における取締役および監査役の個別の選解任理由につきましては、全ての候補者について記載し、説明しておりま
す。

【原則４－３．取締役会の役割・責務Ⅲ：経営陣・取締役に対する実効的な監督①】

（１）当社は、経営戦略や各取締役の管掌領域における業務執行状況および経営課題進捗状況を相互に報告し、社外取締役や監査役の意見を
求めた上で、取締役に対する公正且つ透明性の高い評価を行っております。

（２）情報開示は、開示内容が肯定的、否定的であるかを問わず、適時且つ正確な情報開示を行うため、重要なリリース内容はＩＲ担当取締役が各
コーポレート部門と連携して開示の判断を行うとともに必要に応じて取締役会へ報告を行っております。

（３）当社は、会社や株主共同の利益を害することのないよう、ウエスコグループ行動憲章のほか社内規定において、利益相反取引の禁止をはじ
めとする適正な取引を行うためのルールを定めております。また、取締役会は、関連当事者取引に関する調査を毎期初に実施しており、問題のあ
る取引の有無について監視しております。また、取締役会規則により、当該取引を行った取締役は、遅滞なくその取引につき、取締役会に報告し
なければならない旨を定めております。

【原則４－13．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

（１）、（２）取締役会は、様々な事業分野を統括する持株会社として、スキル・マトリックスを定めた上で、社内および社外から、豊富な経験、高い見
識、高度な専門性を有する者を取締役および監査役候補を指名し、株主総会で選任することで、取締役会の多様性および全体としての知識・経
験・能力のバランスが当社にとって最適な形で確保されるよう努めております。

（３）当社では、取締役会全体の実効性に関する分析・評価のため取締役・監査役を対象に、自社作成のアンケートを毎年実施しております。アン
ケートの回答から、取締役会の構成、運営等について、概ね肯定的な評価・評点が得られており、取締役会全体の実効性は確保されているものと
判断しております。なお、当該アンケート結果については、今後の取締役会の実効性向上に向けて、毎年取締役会において、分析・評価をしており
ます。

【原則４－15．取締役・監査役の研鑽】

　当社は、取締役会および監査役がその役割・責務を適切に果たすために必要となる法令やコーポレートガバナンス、リスク管理等の事項に関
し、就任時および就任後も断続的に個々に適合した外部研修を含めたトレーニングの機会の提供やその費用の支援を行います。また、社外取締
役および社外監査役に対しては、当社の事業内容、業界の現状、リスク管理、業績、財務、経営課題の説明など、必要な情報の提供を行います。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 無し

アップデート日付 2026年10月27日

該当項目に関する説明

　当社は、資本コストを算出・把握し、中期経営計画を開示しております。

　2026年７月期における、ROEは5.7％である一方、株主資本コスト（CAPMモデル）は7.3％程度と推察され、ROEが資本コスト下回っております。こ
のため、事業収益の拡大と資本効率の両面を改善することが重要と認識しております。

　なお、現状分析等に関する詳細は資料については、当社ウェブサイト（https://www.wescohd.co.jp/ir）の決算説明資料および中期経営計画にお
いて開示しておりますので、ご参照ください。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

公益財団法人ウエスコ学術振興財団 2,000,000 15.43

公益財団法人加納美術振興財団 1,000,000 7.72

ウエスコ社員持株会 987,100 7.62

内藤　征吾 383,000 2.95

森　一成 365,200 2.82

住友生命保険相互会社 299,300 2.31

光通信KK投資事業有限責任組合 256,300 1.98

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 143,100 1.10

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 141,000 1.09

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　510371 125,800 0.97

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 7 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

前野詩朗 学者 ▲

三鍋英治 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

前野詩朗 ○

　前野詩朗氏は、岡山大学の名誉教授で
あります。当社は過年度に同大学におけ
る学生支援等に係る基金へ寄付を行った
ことがありますが、金額は僅少であり、現
在は行っていないことから、独立性および
意思決定に影響は与えないと判断してお
ります。

　大学教授としての豊富な学術的知見を有して
いることや、土木学会の理事等を歴任されてお
り、豊富な経験と幅広い見識を有しているため
であります。また、本人および近親者は、当社
および当社グループ会社、主要取引先、大株
主等の取引所が規定する項目のいずれにも該
当するものはないことから、一般株主との利益
相反が生ずるおそれが無く、独立性が高いと判
断し、独立役員に指定しております。

三鍋英治 ○

　三鍋英治氏は、岡山シーガルズ株式会
社の取締役会長であります。当社は同社
が運営するクラブチームに対して、広告宣
伝を行う取引はありますが、金額は僅少
であり、独立性および意思決定に影響は
与えないと判断しております。尚、当該取
引の継続適否については、毎期検証を行
い判断しております。

　企業経営全般に関する豊富な知見を有して
おり、長年にわたり企業経営に携わった職歴を
通じ、当社グループの企業価値向上および
コーポレートガバナンスの強化に適任であると
判断したためであります。また、本人および近
親者は、当社および当社グループ会社、主要
取引先、大株主等の取引所が規定する項目の
いずれにも該当するものはないことから、独立
性が高いと判断し、独立役員に指定しておりま
す。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社は、会計監査人として有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、監査役と会計監査人は、監査計画および監査体制についての
協議ならびに監査結果に関する報告会を定期的に開催します。また、監査役と内部監査部門とは、必要に応じて随時会合を行い、子会社の内部
監査結果の報告やコンプライアンス、内部統制等に関する意見交換を行います。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

有澤和久 公認会計士

首藤和司 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

有澤和久 ○ ―――

　公認会計士の資格を有しており、長年にわた
る公認会計士としての職歴を通じ、財務および
会計に関する高度な専門知識を有しているた
めであります。また、本人および近親者は、当
社および当社グループ会社、主要取引先、大
株主等の取引所が規定する項目のいずれにも
該当するものはないことから、独立性が高いと
判断し、独立役員に指定しております。

首藤和司 ○ ―――

　弁護士の資格を有しており、長年にわたる検
察官ならびに弁護士としての職歴を通じ、法律
に関する高度な専門知識を有しているためで
あります。また、本人および近親者は、当社お
よび当社グループ会社、主要取引先、大株主
等

の取引所が規定する項目のいずれにも該当す
るものはないことから、独立性が高いと判断し、
独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

譲渡制限付株式報酬制度の導入

　2020年10月27日に開催の第７回定時株主総会において、社外取締役を除く取締役（以下「対象取締役」といいます。）に、当社の企業価値の持
続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を導入
することを承認されております。

　なお、対象取締役に対して、本制度により発行または処分される当社普通株式の総数は、対象取締役につき年10万株以内であり、報酬額として
支給する金銭報酬債権の総額は、年額50百万円以内であります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　取締役の報酬等の額は、年額金250,000,000円以内（うち社外取締役分35,000,000円以内）とします。なお、取締役の報酬等の額に

は、使用人兼務取締役の使用人部分の給与は含まないものとします。

　なお、譲渡制限付株式報酬制度は、上記役員報酬枠の内枠の範囲内となります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社は、取締役（社外取締役を除く）の報酬の構成については、固定枠である基本報酬と当事業年度の業績等を総合的に勘案し決定する賞与
（変動枠）のほか、中長期的な企業価値向上を図るインセンティブを目的とした譲渡制限付株式報酬制度で構成しております。

　なお、業績連動報酬やストックオプションによる報酬制度は実施しておりません。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

１．当社の取締役会は、原則として３ヶ月に１回開催し、経営上の最高意思決定機関として、法令および定款により定められた事項、その他の重要
事項を決定します。また、業務執行の強化および経営効率の向上を図るため、経営企画会議を原則として３ヶ月に１回開催します。

２．当社は、監査役制度を採用しており、監査役３名のうち２名は社外監査役です。監査役は取締役会に出席するほか、当社の業務・財産の状況
に関する調査をはじめ、取締役の職務執行を監査します。

３．当社は、監査室を設置し、業務が社内規程に則り適正に実施されていることを確認するため、定期的な内部監査を行います。

４．当社は、会計監査人として有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、公正な会計監査を受け、会計処理の適正性の確保に努めます。



【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

松原　利直 顧問 新代表取締役への引継 非常勤・固定報酬のみ 2026/10/27
退任日から６ヵ月
以内

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社の取締役会は、取締役５名で構成し、監査役３名の出席を受けて開催します。また、取締役会の透明性を確保するため、取締役５名のうち２
名を社外取締役としております。

　各取締役は、原則として３カ月に１回以上開催の定時取締役会および必要に応じて開催される臨時取締役会において、経営上の最高意思決定
機関として、法令および定款により定められた事項、その他重要事項を決定するとともに業務の執行の監督を行います。

　なお、当社の取締役の員数は７名以内とする旨、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を
有する株主が出席し、その議決権の過半数を以て行う旨、取締役の選任決議は累積投票によらない旨をそれぞれ定款で定めております。

　当社役員ならびに各社代表取締役等により構成する経営企画会議を定期的に開催し、事業会社である各子会社において決定された会社の業
務執行に関する重要事項ならびにコンプライアンスに関する情報について、情報の共有化を図るとともに、意思決定の迅速化を図っております。

　また、当社は監査役制度を採用しており、監査役３名のうち２名は社外監査役を選任し、監査役は取締役会に出席するほか、当社の業務・財産
の状況に関する調査をはじめ、取締役の職務執行を監査しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社の取締役については、その経営責任を明確にし、かつ経営環境の変化に対応できるよう取締役の任期を１年とします。また、経営効率の向
上と意思決定の迅速化を図るため、経営の意思決定・監督機能を担う取締役会および業務執行の強化・経営効率の向上を図る経営企画会議を
開催します。

　さらに、監査役会（社外監査役を含む）、監査室、会計監査人により、取締役会の意思決定およびグループ会社の業務執行を多層的に監視・牽
制することによって、業務の適法性・適正性を確保する体制とします。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会招集通知につきましては、法定期日よりも早期に発送しております。

電磁的方法による議決権の行使 議決権の電子行使制度を採用しております。

その他 毎年、株主総会終了後に年次報告書を作成し、株主の皆様へ配布しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載
決算短信および適時開示資料等につきましては、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（https://www.wescohd.co.jp/）に掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
IRに関する部署として、情報取扱責任者を経営企画室長、担当部署を経営企
画室と定めております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、全ての役職員に対し、適用する「ウエスコグループ行動憲章」を制定し、周知徹
底を図っております。

　本憲章は、企業の社会的責任やコーポレート・ガバナンスに関する事項、ステークホル
ダーとのコミュニケーション等について、当社グループの全ての役職員が遵守すべき事項
を定めたものです。なお、本憲章は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.wes
cohd.co.jp/）にてご覧いただけます。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社の社内規定である「内部情報等の管理に関する規定」に従い、情報提供を行ってお
ります。

　また、以下の方針および体制により、株主・投資家・地域社会をはじめとするステークホ
ルダーと建設的な対話を行うことにより、当社への理解を促進し、ステークホルダーからの
意見や要望を経営陣に適時に伝達するよう努めてまいります。

（ステークホルダーとの対話に関する方針および体制）

・ステークホルダーとの対話については、代表取締役社長をトップとして、ＩＲ担当役員を配
置し、経営企画室を窓口として行う体制を構築しております。

・株主との対話に必要な情報は、経営企画室が中心となり、事業子会社等から情報を収
集・整理し、前向きな情報提供に努めます。

・当社は、持続的な成長と企業価値向上のため、取締役および経営企画室長が合理的か
つ必要な範囲で、ステークホルダーとの対話を行います。また、ステークホルダーとの対話
から得た企業価値向上に資する意見については、必要な範囲で取締役会において情報を
共有します。

・個別面談以外の対話方法としては、当社ウェブサイトなどを通じて、当社の経営に関する
理解と対話の促進を図ってまいります。

・対話に関する担当者に対しては、インサイダー情報の取扱いに関する教育を行うことによ
る情報漏洩の防止に努めます。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社では、会社法および会社法施行規則の定める「取締役の職務が法令および定款に適合することを確保する体制」ならびに「その他

株式会社の業務の適正を確保するために法務省が定める体制の整備」に従い、内部統制システム構築の基本方針について以下のと

おり定めました。

　また、当社の業務の効率性を高め、コンプライアンスを促進し、財務報告の信頼性を確保するため、内部統制システムの継続的な改

善に取り組んでおります。

内部統制システムの整備に関する基本方針

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・当社は、ウエスコグループ行動憲章およびコンプライアンス体制にかかる規定を整備し運用する。

・当社およびグループ会社（以下「当社グループ」という。）の取締役および使用人（以下「役職員」という。）は、法令、定款およびウエスコグループ
行動憲章等を遵守する。

・当社は、コンプライアンス体制の徹底を図るためコンプライアンス室を設置し、グループ会社はコンプライアンス委員会の設置またはコンプライア
ンス・リーダーを任命する。これらの体制により、コンプライアンスの取組みを横断的に統括する。

・監査室は、コンプライアンス室と連携の上、グループ各社のコンプライアンスおよび内部統制の状況を監査する。監査室は、監査結果を当社取締
役等およびグループ各社代表取締役により構成される経営企画会議に報告する。

・当社は、当社グループにおいて、組織または個人による違法・不正・反社会的行為が行われた際、役職員が社内窓口または社外の弁護士に直
接通報できる内部通報制度を整備し運用する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・当社は、文書管理に関する規定を整備し、重要な会議の議事録等取締役の職務執行にかかる情報は、同規定の定めるところにより、適切に文
書または電磁的媒体により保存・管理を行う。

・取締役および監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社は、当社グループの企業活動にかかるコンプライアンス、品質確保、情報セキュリティおよび災害等にかかるリスクについて規程の整備を行
うとともに、それぞれの統括部署を定め組織横断的リスク状況の監視や対応を行う。

・監査役および監査室は、当社グループのリスク状況を把握し、新たなリスクを発見した場合、コンプライアンス室に報告する。コンプライアンス室
は、定期的にリスク管理体制を見直し、その問題点の把握と改善に努める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・グループ各社は、「取締役会規則」および「職務権限規則」を定め、重要事項の決定基準、取締役の職務分掌、権限範囲等を明らかにするととも
に、効率的に業務が遂行されるように組織機構を整備し運用する。

５．当社およびグループ各社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社は、グループ会社の事業運営にかかる重要事項について、「グループ会社管理規則」に則り、経営企画会議に報告させる体制を整備し運用
する。

・当社代表取締役は、当社グループの内部統制に関する協議、情報の共有化、指示、要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を
構築する権限と責任を有し、これらを横断的に推進し、管理する。また、内部統制管理責任者は、必要に応じて内部統制システムの改善を行う。

・監査室は、グループ各社の内部監査を実施し、その結果を監査役へ報告する。

６．財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、財務報告にかかる内部統制の評価の基準に則り、関連規程および適切に報告す
る体制を整備し、これらを定期的・継続的に評価し運用する。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

・監査役が必要とした場合は、監査役の職務を補助する使用人を置き、その人事については、監査役の意見を尊重する。

８．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役の職務の補助を行う使用人は、監査の補助業務を行う場合、他の役職員からの指揮命令を受けない。

・当社は、使用人がその職務の遂行を理由として不利益な扱いを受けることを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底を行う。

９．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制・その他の監査役への報告に関する体制

・監査役は、取締役会、経営企画会議、その他重要な意思決定会議に出席し、役職員から、重要事項の報告を受ける。また、グループ各社の取
締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに監査役に報告する。

１０．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、職務の遂行に必要と判断したときは、前項に定めがない事項においても当社グループの役職員および会計監査人に対して報告を求
めることができる。

・監査役が職務の執行にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士等外部専門家を自らの判断で起用することができる。

・監査役の職務の執行にかかる費用等の処理について、その費用等が当該監査役の職務執行に必要でないと証明した場合を除き、速やかに当
該費用等の処理を行う。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、「ウエスコグループ行動憲章」を制定しており、違法行為や反社会的行為に関わらないよう、基本的な法律に関する知識、社会常識と正
義感を持ち、常に良識ある行動をすべきことを定めております。

　また、本憲章に基づき、反社会的勢力に対して一切妥協することなく断固として排除するという基本的な考え方等を示し、社内のコンプライアンス
研修等を通じてその内容を社員に周知しております。

　また、経営企画室、コンプライアンス室において必要に応じ、所轄警察署、暴力追放運動推進センター、弁護士等からの情報収集ならびに連携
を行うことに努めております。



Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　コーポレート・ガバナンス体制のさらなる充実、コンプライアンス経営のより一層の推進、および内部監査機能のレベルアップ等の全社を挙げて
の意識の向上と継続的な見直しを図ってまいります。



選定・監督 監査

 連携

監査

会計監査

選任・解任 選任・解任  選任・解任

監査 連携

報告  助言

監査
連携

指導・支援

株 主 総 会

取締役会 監査役会

会
計
監
査
人

代表取締役

サステナビリティ委員会

グループ会社

顧
問
弁
護
士

経営企画室
監査室

コンプライアンス室経営企画会議



【適時開示体制の概要】

重要事実の発生

発生事象
【ステークホルダー等】

重要事実の発生

決定事項
【取締役会】

重要事実の発生

決算情報
【経理担当】

経営企画室
【情報取扱責任者】経営企画室長

社長承認
代表取締役社長承認

開示指示
【IR責任者】経営企画室長

情報開示
東京証券取引所、財務局、
報道機関、自社ＨＰ等

【ＩＲ担当部署】経営企画室

株式会社ウエスコホールディングス

監査役会

専門家との協議

必要に応じ、監査法人、
弁護士等と協議

情報収集・報告

報告・提案

開示承認・決議

検討・協議

取締役会

必要に応じ、
取締役会による承認 承認

開示

提言


